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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。また、第13期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成15年 
６月１日 
至平成15年 
11月30日 

自平成16年
６月１日 
至平成16年 
11月30日 

自平成17年
６月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成15年 
６月１日 
至平成16年 
５月31日 

自平成16年
６月１日 
至平成17年 
５月31日 

売上高 （千円） － － 3,148,039 3,271,108 4,684,111

経常利益 （千円） － － 294,262 141,254 281,628

中間（当期）純利益 （千円） － － 161,696 56,005 152,503

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 40,000 30,000 40,000

発行済株式総数 （株） － － 12,500 600 12,500

純資産額 （千円） － － 542,367 208,167 380,671

総資産額 （千円） － － 1,387,653 846,657 1,183,350

１株当たり純資産額 （円） － － 43,389.38 346,945.27 30,453.69

１株当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） － － 12,935.70 93,343.22 12,639.40

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）
配当額 

（円） － － －
－
（－） 

－ 
（－） 

自己資本比率 （％） － － 39.1 24.6 32.2

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － 156,725 67,851 205,570

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － △ 39,106 △ 76,658 123,279

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － △ 28,218 59,394 △ 100,356

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） － － 470,000 152,106 380,600

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） － －
63
（13）

53 
（13）

64
（14）



４．平成17年３月３日付で株式１株につき20株の株式分割を行っておりますが、第12期の１株当たり当期純利益金額は株式

分割が期首に行われたものとして算出しております。 

５．第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６．第12期及び第13期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、ストックオプション

制度導入に伴う新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株

価が把握できませんので記載しておりません。 

７．第11期から賞与引当金を計上したことにより、経常利益が231千円、税引前当期純利益が16,365千円それぞれ減少してお

ります。また、税効果会計を適用したことにより、当期純利益が14,872千円増加しております。さらに、支払利息及び

法定福利費並びに支払家賃の一部について発生基準に変更した結果、経常利益が4,494千円、税引前当期純利益が2,668

千円それぞれ減少しております。 

８．従業員数は就業人員数を表示しており、ジェイコムスタッフ（総合人材サービスの提供を目的として雇用したスタッフ

で従業員を除く者）は除いております。 

  

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者及びジェイコムスタッフを除き、常用パートを含んでおります。）であり

ます。また、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年11月30日現在

従業員数（人） 63（13） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、原油価格の高騰など不安要素はあったものの、企業業績の改善、設備投資の増加等を背景に

して、緩やかに回復を続けました。また、個人消費につきましても、株価の上昇、企業業績の回復に伴い改善傾向が見られ、今

後の見通しに明るさが増してきました。雇用情勢におきましては、景気回復局面での雇用機会の拡大、人材活用策の多様化が進

み、企業の求人活動は総じて活発となってきております。また、当社の主要マーケットである携帯電話業界は、約9,000万という

契約数を背景とした旺盛な買替需要に支えられ、第３世代携帯電話の利用者拡大、高機能携帯電話端末の新商品発売、通信キャ

リアの新たなサービスプランの登場など、依然として活発に動いており、総じて堅調に推移しました。 

 このような状況の中で、当社は主力事業である総合人材サービス事業では、主要マーケットである携帯電話業界において、各

得意先におけるシェアの拡大に努めてまいりました。携帯電話端末の機能や操作方法はますます複雑化し、各通信キャリアの

サービスも多様化する中、優秀な販売スタッフへのニーズは得意先・消費者ともに高まっております。当社では、これら得意

先・消費者のニーズに応えるべく、独自の研修により育成した質の高いスタッフを提供することにより、シェアを拡大すること

ができました。 

 また、マルチメディアサービスにおいては、引き続き直営３店舗における販売力強化に努めました。 

 この結果、当中間期における売上高は3,148,039千円となり、経常利益は294,262千円、中間純利益は161,696千円となりまし

た。 

  

各サービス別の業績は、次のとおりであります。 

（総合人材サービス） 

総合人材サービス事業におきましては、引き続き主要マーケットである携帯電話業界を中心に営業活動を行いました。携帯電

話業界では、翌年度から実施予定であるナンバーポータビリティ制度や新規事業者の市場参入を睨み、通信キャリアや携帯電話

販売代理店が、既に販売スタッフの強化をはじめております。また、携帯電話端末の機能や操作方法の複雑化、通信キャリアの

サービスプランの多様化により、高い専門知識、販売力をもった販売スタッフに対するニーズはますます高まっており、また、

営業支援サービスの主な提供場所である家電量販店の店舗数も増加傾向にあることから、ジェイコムスタッフへの需要は増大す

る傾向にあります。 

当社では、この堅調な需要を取込むべく、求人体制や研修の強化を行い、質の高いスタッフを提供できるよう努めてまいりま

した。その結果、各得意先との取引は順調に拡大し、得意先、業界内でのシェアアップを果たすとともに、新規取引先も増加す

ることができました。さらに、携帯電話以外の業界においても、クレジットカードの加入促進キャンペーン業務において継続し

た受注を獲得することができ、携帯電話業界及び情報通信業界以外に対する売上高も順調に増加しました。 

この結果、当中間期における売上高は2,770,554千円となりました。 

（マルチメディアサービス） 

マルチメディアサービス事業におきましては、当中間期においても引き続き、直営３店舗における販売力を強化すべく営業展

開を進めました。携帯電話加入者数は安定的に推移しておりますが、加入者の第３世代携帯電話への移行が活発に行われてお

り、３店舗ともに買替や機種変更需要の取込みに成功し、売上は堅調に推移しました。 

この結果、当中間期における売上高は377,484千円となりました。 

  

なお、前年同期比につきましては、当中間期より中間財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間期における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税引前中間純利益のほか、未払金や仕入債務の増加と

いったプラス要因があったものの、一方で法人税等の支払、売上債権の増加、保証金の差入れといったマイナス要因があったこ

とにより、前期末に比べ89,400千円増加し、当期末は470,000千円となりました。 

当中間期における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、156,725千円となりました。この主な内容は、税引前中間純利益291,889千円、総合人材サー

ビス事業の売上増に伴う売上債権の増加による資金の減少82,879千円、法人税等の支払額114,679千円、スタッフの増加による人

件費等未払金の増加による資金の増加45,444千円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、39,106千円となりました。この主な内容は、大阪本社及び東京支社移転、東北支社開設等に

伴う保証金の差入れによる支出38,752千円、東京支社移転等に伴う有形固定資産の取得による支出11,535千円、保険解約に伴う

保険積立金の収入9,484千円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、28,218千円となりました。この内容は、長期借入金の返済による支出17,160千円、株式上場

に関連する費用支出11,058千円によるものであります。 

  

なお、前年同期比につきましては、当中間期より中間キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、記載を省略しておりま

す。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は生産活動を行っていないため、生産実績の記載を省略しております。 

  

(2）受注状況 

 当社は受注生産を行っていないため、受注状況の記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．上記のうち、西日本地区には近畿以西を、東海地区には東海地方を、東日本地区には関東以東をそれぞれ記載しており

ます。 

３．当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

４．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

事業部門 
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前年同期比（％） 

総合人材サービス（千円） 2,770,554 － 

  西日本地区 1,784,128 － 

  東海地区 619,245 － 

  東日本地区 367,181 － 

マルチメディアサービス（千円） 377,484 － 

合計（千円） 3,148,039 － 

  
相手先 

当中間会計期間

  金額（千円） 割合（％） 

  丸紅テレコム株式会社 440,478 14.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

  当中間会計期間において、東京支社の移転が完了しております。 

  

(2）重要な設備の新設、除却等の計画 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、

新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

      （平成17年11月30日現在） 

事業所名 
(所在地) 

事業の部門別
の名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 

建物及び
構築物 
（千円） 

器具備品
（千円） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

東京支社 
(東京都渋谷区) 

総合人材 
サービス事業 

事務所 3,489 2,978 － 6,467 9 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）１．平成17年８月９日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日より18,000

株増加し、50,000株となっております。 

   ２．平成18年１月30日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日付で株式分割を伴う定款の変更が行われ、会社が発行

する株式の総数は100,000株増加し、150,000株となる予定であります。 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

２．当社株式は平成17年12月８日付で、株式会社東京証券取引所マザーズに上場いたしました。 

３．平成17年12月７日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増資により、発行済株

式総数が2,000株増加し、提出日現在では14,500株となっております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成17年３月28日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者に付与される１個当たりの新株予約権の行使により発行され

る株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整は、当該時点においてその者が新株予約権

を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨

てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げることとします。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000 

計 50,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年２月17日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,500 14,500
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 12,500 14,500 － － 

区分 
当中間会計期間末現在
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 592 548（注）４ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 592（注）１ 548（注）４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 40,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年５月１日から
平成26年12月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   40,000
資本組入額  20,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡及び質
入は、認めないものとし
ます。 

同左 



また、新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使によるものを除く。）は、次の算式により払込金額を調整するものとします（１円未満の端数は切り上げ

る。）。 

３．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを

要します。ただし、任期満了による退任、会社都合による退職、その他取締役会が認める正当な事由のある場合はこ

の限りではありません。 

②新株予約権者が死亡した場合には、相続を認めないものとします。 

③このほかの条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権付与契約」の定めるところによります。 

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年３月28日開催の株主総会決議による数から、退職等の

理由により権利を喪失した者にかかる数を減じております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 中間決算日後、平成17年12月７日を払込期日とする有償一般募集増資による新株式2,000株（発行価格610,000円、引受価

額567,300円、資本組入額233,750円）の発行により、平成17年12月７日に資本金は467,500千円、資本準備金は667,100千

円増加しております。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行
株式数

＋ 

新発行
株式数

× １株当たりの 
払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

× 
調整前払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

年月日 
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月１日～ 
平成17年11月30日 

－ 12,500 － 40,000 － 10,000



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

    平成17年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

岡本 泰彦 兵庫県宝塚市千種四丁目14番39号 8,640 69.12 

有限会社マナックス 兵庫県宝塚市千種四丁目14番39号 1,400 11.20 

岡本 久美子 兵庫県宝塚市千種四丁目14番39号 1,000 8.00 

岡本 真奈 兵庫県宝塚市千種四丁目14番39号 600 4.80 

中西 祥世 京都市右京区嵯峨朝日町２番３号 360 2.88 

日興コーディアル証券投資事
業組合 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 150 1.20 

三品 芳機 大阪市北区浮田一丁目３番11号506 120 0.96 

みずほキャピタル第２号投資
事業有限責任組合 

東京都中央区日本橋兜町４番３号 50 0.40 

ジェイコム従業員持株会 
大阪市中央区南船場四丁目４番３号
御堂筋アーバンライフビル８階 

42 0.34 

谷間 高 兵庫県芦屋市朝日ヶ丘町15番10号834 30 0.24 

計 － 12,392 99.14 

  平成17年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,500 12,500
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 12,500 － － 

総株主の議決権 － 12,500 － 

    平成17年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

 当社株式は非上場でありましたので、該当事項はありません。 

 なお、当社株式は平成17年12月８日付で、株式会社東京証券取引所マザーズに上場いたしました。 

  

３【役員の状況】 

 有価証券届出書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の中間財務

諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

   
当中間会計期間末
（平成17年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  470,000 380,600  

２．売掛金  711,929 629,049  

３．たな卸資産  756 977  

４．その他  64,970 61,815  

貸倒引当金  △ 3,620 △ 3,200  

流動資産合計   1,244,037 89.7 1,069,243 90.4

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１ 44,885 42,664  

２．無形固定資産  6,164 6,226  

３．投資その他の資産    

(1）差入保証金  72,107 37,147  

(2）その他  29,458 37,068  

貸倒引当金  △ 9,000 △ 9,000  

投資その他の資産合計  92,566 65,216  

固定資産合計   143,616 10.3 114,107 9.6

資産合計   1,387,653 100.0 1,183,350 100.0

     



  

  

   
当中間会計期間末
（平成17年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  97,170 87,594  

２．１年以内返済予定の 
長期借入金 

 34,320 34,320  

３．未払金  458,790 406,690  

４．未払法人税等  133,207 115,339  

５．未払消費税等 ※２ 66,021 86,484  

６．賞与引当金  4,500 24,498  

７．その他  42,796 22,111  

流動負債合計   836,806 60.3 777,039 65.6

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  8,480 25,640  

固定負債合計   8,480 0.6 25,640 2.2

負債合計   845,286 60.9 802,679 67.8

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   40,000 2.9 40,000 3.4

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  10,000 10,000  

資本剰余金合計   10,000 0.7 10,000 0.9

Ⅲ 利益剰余金    

１．中間（当期）未処分 
利益 

 492,367 330,671  

利益剰余金合計   492,367 35.5 330,671 27.9

資本合計   542,367 39.1 380,671 32.2

負債・資本合計   1,387,653 100.0 1,183,350 100.0

     



②【中間損益計算書】 

  

  

   
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   3,148,039 100.0 4,684,111 100.0

Ⅱ 売上原価   2,495,476 79.3 3,742,538 79.9

売上総利益   652,562 20.7 941,573 20.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費   346,017 11.0 657,456 14.0

営業利益   306,544 9.7 284,116 6.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  6,496 0.2 1,199 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  18,779 0.6 3,687 0.1

経常利益   294,262 9.3 281,628 6.0

Ⅵ 特別利益   － － 3 0.0

Ⅶ 特別損失   2,373 0.0 15,802 0.3

税引前中間（当期） 
純利益 

  291,889 9.3 265,829 5.7

法人税、住民税及び 
事業税 

※４ 130,193 140,910  

法人税等調整額  － 130,193 4.2 △ 27,585 113,325 2.4

中間（当期）純利益   161,696 5.1 152,503 3.3

前期繰越利益   330,671 178,167 

中間(当期)未処分利益   492,367 330,671 

     



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   291,889 265,829 

減価償却費   6,105 12,397 

貸倒引当金の増加額   420 1,285 

賞与引当金の増加額（△は減少額）   △ 19,998 8,133 

支払利息   336 1,701 

売上債権の増加額   △ 82,879 △ 230,370 

仕入債務の増加額   9,576 6,898 

未払金の増加額   45,444 168,609 

前払費用の減少額（△は増加額）   2,534 △ 4,889 

預り金の増加額（△は減少額）   △ 1,227 2,316 

未払消費税等の増加額 
（△は減少額） 

  △ 20,462 23,956 

株式上場関連費用   14,092 － 

新株発行費   4,315 － 

その他   21,413 22,354 

小計   271,559 278,221 

利息及び配当金の受取額   163 187 

利息の支払額   △ 318 △ 1,768 

法人税等の支払額   △ 114,679 △ 71,071 

営業活動によるキャッシュ・フロー   156,725 205,570 



  

  

  次へ 

    
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出   － △ 100,181 

投資有価証券の売却による収入   － 100,184 

有形固定資産の取得による支出   △ 11,535 △ 16,843 

有形固定資産の売却による収入   － 154,606 

出資金の回収による収入   5,000 － 

保険積立金の解約による収入   9,484 － 

保証金の差入れによる支出   △ 38,752 △ 9,914 

その他   △ 3,303 △ 4,572 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 39,106 123,279 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入   － 80,000 

短期借入金の返済による支出   － △ 80,000 

長期借入金の返済による支出   △ 17,160 △ 120,356 

株式発行による収入   － 20,000 

株式上場に伴う支出   △ 11,058 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △ 28,218 △ 100,356 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   89,400 228,493 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   380,600 152,106 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 470,000 380,600 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）商品 

個別法による原価法によっておりま

す。 

(1）商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備除く。）につ

いては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物     10年～15年 

車両運搬具  ６年 

器具備品   ３年～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えて、

支給見込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えて、

支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 ――――― (1）ヘッジ会計の方法 

当社の有する金利スワップは、特例処

理の条件を充たしているため、当該処

理を採用しております。 

    (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

当期にヘッジ会計を適用したヘッジ対

象とヘッジ手段は、以下のとおりであ

ります。 

ヘッジ手段 … 金利スワップ 

ヘッジ対象 … 借入金 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

    (3）ヘッジ方針 

当社は、特例処理の対象となる金利ス

ワップ以外のデリバティブ取引は、行

わない方針であります。 

    (4）ヘッジ有効性の評価 

特例処理によっているスワップについ

ては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

――――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度末
（平成17年５月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
  

  30,204千円   26,188千円

※２．消費税等の取扱い ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、「未払消費税等」として表示しております。 
  

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

受取利息 1千円

受取配当金 161千円

保険解約益 6,284千円

受取利息 25千円

受取配当金 162千円

受取賃貸料 811千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 336千円

株式上場関連費用 14,092千円

新株発行費 4,315千円

支払利息 1,701千円

金利スワップ解約損 640千円

リース中途解約損 487千円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 
  

有形固定資産 5,194千円

無形固定資産 911千円

有形固定資産 11,054千円

無形固定資産 1,343千円

※４．税金費用については、簡便法により計算している

ため、法人税等調整額は「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しております。 

────── 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年11月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年５月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 470,000千円

現金及び現金同等物 470,000千円

現金及び預金勘定 380,600千円

現金及び現金同等物 380,600千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

 内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額

が少額なリース取引のため、中間財務諸表等規則第５条

の３及び財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により

記載を省略しております。 

 内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額

が少額なリース取引のため、財務諸表等規則第８条の６

第６項の規定により記載を省略しております。 



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成17年11月30日） 

 該当事項はありません 

  

前事業年度末（平成17年５月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間末（平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度末（平成17年５月31日） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

当中間会計期間（自平成17年６月１日 至平成17年11月30日） 

関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

  

１株当たり純資産額 43,389.38円 

１株当たり中間純利益金額 12,935.70円 

１株当たり純資産額 30,453.69円 

１株当たり当期純利益金額 12,639.40円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので記載しておりません。 

  

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので記載しておりません。 

  

 当社は、平成17年３月３日付で株式１株につき20株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  
１株当たり純資産額 17,347.26円 

１株当たり当期純利益金額 4,667.16円 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
当中間会計期間

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 161,696 152,503 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（千円） 

161,696 152,503 

期中平均株式数（株） 12,500 12,065.8 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権592個。 

なお、新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

  

新株予約権600個。 

なお、新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

  

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

（新株式の発行） 

 平成17年11月２日及び平成17年11月18日開催の取締役

会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成

17年12月７日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成17年12月７日付で資本金は507,500千

円、発行済株式総数は14,500株となっております。 

────── 

  
① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

② 発行する株式の種類及び数 ：普通株式  2,000株 

③ 発行価格 ：１株につき610,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき567,300円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき467,500円 

(資本組入額233,750円)

⑥ 発行価額の総額 ：    935,000千円 

⑦ 払込金額の総額 ：   1,134,600千円 

⑧ 資本組入額の総額 ：    467,500千円 

⑨ 払込期日 ：平成17年12月７日 

⑩ 配当起算日 ：平成17年12月１日 

⑪ 資金の使途 ：設備投資資金、運転資

金及び借入金の返済 

  

    

（株式分割） 

 平成18年１月30日開催の取締役会において、株式の流

動性の向上及び投資単位の引き下げを行うことにより、

個人投資家の皆様が投資しやすい環境を整え、幅広く経

営に参画していただくことを目的として、次のように株

式分割を行うことを決議しております。 

────── 

１．平成18年３月１日付をもって普通株式１株につき

３株に分割します。 

  

(1）分割により増加する株式数 

普通株式 29,000株 

  

(2）分割の方法 

平成18年２月28日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株に

つき３株の割合をもって分割します。 

  

    



  

  

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

２．配当起算日 

平成17年12月１日 

３．会社が発行する株式の総数の増加 

 平成18年３月１日付をもって、当社定款第５条を変更

し、会社が発行する株式の総数を100,000株増加して

150,000株とします。 

４．１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

  
当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

     14,463.13円      10,151.23円 

１株当たり中間純利益額 １株当たり当期純利益額 

      4,311.90円       4,213.13円 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額

については、新株予約権

の残高はありますが、当

社株式は非上場であり、

かつ店頭登録もしていな

いため、期中平均株価が

把握できませんので記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、新株予約権

の残高はありますが、当

社株式は非上場であり、

かつ店頭登録もしていな

いため、期中平均株価が

把握できませんので記載

しておりません。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集による増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成17年11月２日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年11月21日及び平成17年11月30日近畿財務局長に提出。 

 上記(1)にかかる有価証券届出書の訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成17年12月８日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年２月17日 

ジェイコム株式会社       

取締役会 御中       

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大橋 弘美   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北本 敏    印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジ

ェイコム株式会社の平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成17年６月１

日から平成17年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ジェイコム株式会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年６月１日から平成17年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月２日及び平成17年11月18日開催の取締役会において新株式の

発行を決議し、平成17年12月７日に払込が完了した。また、会社は平成18年１月30日開催の取締役会において、平成

18年３月１日付をもって普通株式１株につき３株に株式分割を行うことを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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